
別記第１号様式（第５条関係） 

令和８年７月１日  

 山口県知事 様 

 

                               【申請者】 

                   郵 便 番 号 ○○○―○○○○ 

                                住所・所在地 山口市滝町○番○号 

                    屋号・会社名 株式会社○○○○ 

                    代表者氏名 代表取締役 ○○○○ 

                                      電 話 番 号 ○○○―○○―○○○○ 

                   担当者氏名 総務課 ○○○○ 

 

令和８年度やまぐち産廃処理人材確保等補助金交付申請書 

 

 標記補助金の交付を受けたいので、山口県補助金等交付規則（平成 18 年山口県規則第

138号）第３条第１項の規定により申請します。 

記 

１ 補助事業に要する経費 

(1) 補助対象経費 金  １００，８１０円 

 (2) 補 助 金 額 金   ２５，０００円 

 

２ 上記金額の算出の基礎 

  事業計画書兼収支予算書（第１号様式別紙）のとおり 

 

３ 添付書類 

(1) 事業計画書兼収支予算書（第１号様式別紙）及びその添付書類 

(2) 優良産廃処理業者にあっては、その旨を記載した許可証の写し。優良産廃処理業者

の認定を取得していない収集運搬業者又は処分業者にあっては、許可証の写し 

(3) 県税事務所長が交付する納税証明書（又はその写し） 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

補助対象経費の１/2

若しくは 1/4 とし、千円

未満の端数は切り捨て

てください。 



第１号様式別紙（その１） 

事業計画書兼収支予算書（キャリア形成促進事業） 

１ 事業計画 

免

許

・

資

格

の

取

得 

事業所 

所在地 山口市滝町○番○号 

実施 

内容 

事業対象者（免許等の取得予者） 
取得予定

の免許等 

の名称 

講習等 

の区分 

 

 

補助対象経費 

（免許等取得、 

講習等受講費用 

(税抜）） 
氏名 

区分 

 

 

現在までの 

職務経歴 

山 

口 

太 

郎 

 

女性 

若者 

障害者 

中途採用者 

別添の 

とおり 

廃棄物の焼

却施設に関

する業務特

別教育 

①合計 10時間未満の②

～③を除く講習等 

②労働安全衛生法第 59

条第３項に定める特

別教育 

③道路交通法に基づき

実施される法定講習 

④講習等は受講しない 

２１，８１０円 

実施 

期間 

事業着手（受講申込（受講不要の場合は受験申込）時期） 令和８年  ８月 １日 

事業完了（全額支払完了、免許等取得時期）     令和８年１０月３０日 

期待する

効  果 

当該研修を受講することにより、業務に必要な廃棄物を処理するための知 

識を習得することができ、労働者本人のモチベーションが向上し、離職防止

にもつながる。 

添付書類 

① 事業対象者の氏名及び年齢並びに雇用保険の被保険者であることが確認でき

る、官公署発行の書類（雇用保険被保険者証等の写し） 

② 事業対象者が山口県内の事業所において雇用する労働者であること及び雇用

契約の締結日が確認できる書類（雇用契約書、雇入れ通知書等の写し） 

③ 費用の内訳がわかる書類（受験案内、受講案内、見積書等の写し） 

④ 「障害者」の「区分」を適用する場合は、その事実が確認できる書類（身体障

害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳等の写し） 

⑤ 「中途採用者」の「区分」を適用する場合は、事業対象者が他の事業主に雇用

された経験を有することが確認できる書類（履歴書等の写し） 

注１ 事業対象者（免許等の取得予定者）が複数の場合は、別葉に記載してください。 

 ２ 「講習等の区分」欄に該当するものがない場合は、人材開発支援助成金の受給の可否を厚生労

働省山口労働局に確認し、次の手続きをとってください。 

○ 当該助成金を受給できない場合は、その理由を説明する書類を添付すること 

○ 当該助成金を受給できる場合は、この補助金ではなく当該助成金を利用すること 

 
 
 
 

該当する 
ものに○印 

該当する 
ものに○印 

①～③は必ず添付

してください。（本記載

例では添付省略） 



２ 事業者に関する事項 

 優良産廃処理業者の認定 補助率 

 認定あり １／２ 

✔ 認定なし １／４ 

 

✔ 

交付申請日から遡って５年以内(５年以内に新規に許可を取得した場合は、

その許可日から交付申請日まで)において、廃棄物処理法に定める特定不利益

処分を受けたことがない場合、左の□に✔を入れてください。 

 

３ 収支予算 

収 入 支 出 

区 分 金 額 区 分 金 額 

当該補助金 ２５，０００円 検定料、受験料等 円 

申請者の自己資金 
７５，８１０円 

入学料、受講料、

教科書代等 
１００，８１０円 

借入金 円  円 

合 計 １００，８１０円 合 計 １００，８１０円 

４ 実支出額に関する事項 

項 目 記 入 欄 

他の補助金等の申請 ✔ 
当該事業を対象とした他の補助金等を申請していない。 

（申請していない場合は、左□に✔を入れてください） 

５ 県が行う調査への協力 

県が当補助金の活用による効果等を把握するために、後日、実施する調査に協力し

ます。 

  令和８年 ７月 １日 代表者氏名  代表取締役 〇〇〇〇     

担当者氏名  □□□□                      

調査用紙送付用メールアドレス  △△△.＠△△△△         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業対象者（免許等の取得

予定者）が複数の場合は、１枚

目にまとめて記入し、２枚目以

降には記入しないでください。 



第１号様式別紙（その１） 

事業計画書兼収支予算書（キャリア形成促進事業） 

１ 事業計画 

免

許

・

資

格

の

取

得 

事業所 

所在地 山口市滝町○番○号 

実施 

内容 

事業対象者（免許等の取得予者） 
取得予定

の免許等 

の名称 

講習等 

の区分 

 

 

補助対象経

費 

（免許等取得、 

講習等受講費用 

(税抜）） 

氏名 

区分 

 

 

現在までの 

職務経歴 

周 

防 

花 

子 

 

女性 

若者 

障害者 

中途採用者 

別添の 

とおり 

車両系建設

機械(解体

用)運転技

術講習会 

①合計 10時間未満の②

～③を除く講習等 

②労働安全衛生法第 59

条第３項に定める特

別教育 

③道路交通法に基づき

実施される法定講習 

④講習等は受講しない 

７９，０００円 

実施 

期間 

事業着手（受講申込（受講不要の場合は受験申込）時期） 令和８年  ８月 １日 

事業完了（全額支払完了、免許等取得時期）     令和８年 ９月３０日 

期待する

効  果 

当該講習会を受講することにより、従事できる仕事の範囲が広がること 

で、本人のやる気が向上し、離職防止にもつながる。 

添付書類 

① 事業対象者の氏名及び年齢並びに雇用保険の被保険者であることが確認でき

る、官公署発行の書類（雇用保険被保険者証等の写し） 

② 事業対象者が山口県内の事業所において雇用する労働者であること及び雇用

契約の締結日が確認できる書類（雇用契約書、雇入れ通知書等の写し） 

③ 費用の内訳がわかる書類（受験案内、受講案内、見積書等の写し） 

④ 「障害者」の「区分」を適用する場合は、その事実が確認できる書類（身体障

害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳等の写し） 

⑤ 「中途採用者」の「区分」を適用する場合は、事業対象者が他の事業主に雇用

された経験を有することが確認できる書類（履歴書等の写し） 

注１ 事業対象者（免許等の取得予定者）が複数の場合は、別葉に記載してください。 

 ２ 「講習等の区分」欄に該当するものがない場合は、人材開発支援助成金の受給の可否を厚生労

働省山口労働局に確認し、次の手続きをとってください。 

○ 当該助成金を受給できない場合は、その理由を説明する書類を添付すること 

○ 当該助成金を受給できる場合は、この補助金ではなく当該助成金を利用すること 

 
 
 
 

該当する 
ものに○印 

該当する 
ものに○印 

①～③は必ず添

付してください。（本

記載例では添付省

略） 



２ 事業者に関する事項 

 優良産廃処理業者の認定 補助率 

 認定あり １／２ 

 認定なし １／４ 

 

 

交付申請日から遡って５年以内(５年以内に新規に許可を取得した場合は、

その許可日から交付申請日まで)において、廃棄物処理法に定める特定不利益

処分を受けたことがない場合、左の□に✔を入れてください。 

 

３ 収支予算 

収 入 支 出 

区 分 金 額 区 分 金 額 

当該補助金 円 検定料、受験料等 円 

申請者の自己資金 
円 

入学料、受講料、

教科書代等 
円 

借入金 円  円 

合 計 円 合 計 円 

４ 実支出額に関する事項 

項 目 記 入 欄 

他の補助金等の申請  
当該事業を対象とした他の補助金等を申請していない。 

（申請していない場合は、左□に✔を入れてください） 

５ 県が行うアンケートへの協力 

県が当補助金の活用による効果等を把握するために、後日、実施するアンケート調査

に協力します。 

           年  月  日  代表者氏名             

 

 

 

 

 

 
事業対象者（免許等の取得

予定者）が複数の場合は、１枚

目にまとめて記入し、２枚目以

降には記入しないでください。 



別記第１号様式（第５条関係） 

令和８年７月１日  

 山口県知事 様 

 

                               【申請者】 

                   郵 便 番 号 ○○○―○○○○ 

                                住所・所在地 山口市滝町○番○号 

                    屋号・会社名 株式会社○○○○ 

                    代表者氏名 代表取締役 ○○○○ 

                                      電 話 番 号 ○○○―○○―○○○○ 

                   担当者氏名 総務課 ○○○○ 

 

令和８年度やまぐち産廃処理人材確保等補助金交付申請書 

 

 標記補助金の交付を受けたいので、山口県補助金等交付規則（平成 18 年山口県規則第

138号）第３条第１項の規定により申請します。 

記 

１ 補助事業に要する経費 

(1) 補助対象経費 金  ５７３，４００円 

 (2) 補 助 金 額 金  ２８６，０００円 

 

２ 上記金額の算出の基礎 

  事業計画書兼収支予算書（第１号様式別紙）のとおり 

 

３ 添付書類 

(1) 事業計画書兼収支予算書（第１号様式別紙）及びその添付書類 

(2) 優良産廃処理業者にあっては、その旨を記載した許可証の写し。優良産廃処理業者

の認定を取得していない収集運搬業者又は処分業者にあっては、許可証の写し 

(3) 県税事務所長が交付する納税証明書（又はその写し） 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

補助対象経費の１/2

若しくは 1/4 とし、千円

未満の端数は切り捨て

てください。 



第１号様式別紙（その４） 

事業計画書兼収支予算書（採用活動支援事業） 

１ 事業計画 

採
用
活
動
支
援 

事業所 
所在地 山口市滝町○番○号 

目的等 

近年、当社では人手不足の状況が続いているが、この原因の一つが「産廃 

処理業界は３Ｋ」とのイメージであると考えている。 

 このため、３Ｋのイメージを払拭し、当社への就職希望者の増加を目指すこ

とを目的に、当社の明るい雰囲気や業務内容を紹介するテレビＣＭを３か月

(予定：100回)放送する。 
※当該事業を実施する山口県内の事業所における、人材確保に関する①現状と
課題、②事業実施の目的、③事業の計画について記入してください。 

実施 

内容 

種類 補助対象経費（費用（税抜）） 

①テレビＣＭ及びラジオＣＭ 

（媒体の種類：テレビ             ） 

(放送局：〇〇〇                        ) 

（放送期間：R8.9.1～R8.11.30          ） 

（放送回数：100回               ） 

５７３，４００円 

②求人情報誌等 

（媒体の種類：              ） 

（媒体の名称：              ） 

（媒体の発行者：             ） 

（掲載期間：               ） 

円 

③採用ＨＰ及び企業紹介動画 

（種類：                 ） 

（区分：新規、更新、その他(       )） 

（委託先：                   ） 

円 

④チラシ及びパンフレット等 

（種類：                          ） 

（作成枚数：                    ） 

（配布予定等：                  ） 

（委託先：                    ） 

円 

⑤企業説明会への出展 

（名称：                        ） 

（主催者：                      ） 

（実施日時：                      ） 

（費用の内容：                    ） 

円 

補助対象経費計 円 

実施 
期間 

事業着手（契約締結、発注時期）     令和８年 ８月 １日 
事業完了（納品、全額支払完了時期）   令和８年１１月３０日 

期待する 
効  果 

当社の明るい雰囲気や業務内容をテレビＣＭで放送することにより、若者

等に当社について知ってもらい、「産廃業界は３Ｋ」というイメージを払拭

することで、当社への就職を検討する求職者の増加を目指す。 



 

 

添付書類 
① 事業の内容がわかる書類（仕様書、カタログ等） 
② 費用の内訳がわかる書類（見積書の写し） 

２ 事業者に関する事項 

 

 

 ✔ 

交付申請日から遡って５年以内(５年以内に新規に許可を取得した場合は、

その許可日から交付申請日まで)において、廃棄物処理法に定める特定不利益

処分を受けたことがない場合、左の□に✔を入れてください。 

 

３ 収支予算 

収 入 支 出 

区 分 金 額 区 分 金 額 

当該補助金 ２８６，０００円 費用 ５７３，４００円 

申請者の自己資金 ２８７，４００円  円 

借入金 円  円 

合 計 ５７３，４００円 合 計 ５７３，４００円 

 

４ 実支出額に関する事項 

項 目 記 入 欄 

他の補助金等の申請 ✔ 
当該事業を対象とした他の補助金等を申請していない。 

（申請していない場合は、左□に✔を入れてください） 

 

５ 県が行う調査への協力 

県が当補助金の活用による効果等を把握するために、後日、実施する調査に協力し

ます。 

  令和８年 ７月 １日 代表者氏名  代表取締役 〇〇〇〇     

担当者氏名  □□□□                      

調査用紙送付用メールアドレス  △△△.＠△△△△         

 

 

 優良産廃処理業者の認定 補助率 

 認定あり １／２ 

 ✔ 認定なし １／４ 


